
居住安定援助賃貸住宅・住宅確保要配慮者 申告書 
 
本申告書は、家賃債務保証申込に際し、当該物件が住宅セーフティネット法に基づく「居住安定援助賃貸
住宅（居住サポート住宅）」に該当すること及び入居申込者が住宅確保要配慮者に該当することを、家賃
保証会社：日本セーフティー株式会社に申告いただくためのものです。 
 
申告日   年   月   日 
 
申告者：不動産会社名 
（個人の場合は氏名）                         担当者氏名         . 
 
TEL                  メールアドレス                      . 
 
1. 物件・取引基本情報 
物件名／建物名称 号室

所在地 〒    
都道府県 市区町村  

    
賃料・共益費・その他月額費用 円  
 

担当者名 TEL 
メールアドレス               ＠   

 
2. 居住サポート住宅該当性（法制度に基づく確認） 
認定主体（市区町村名） 認定番号 
認定日        年   月   日 有効期間        年   月   日 
居住サポート住宅の登録番号： 
連携先（居住支援法人名・協定等の有無） 

（2）提供予定の入居中サポート（該当するものに✓） 
□ ICT 等による安否確認 □ 訪問見守り □ 生活・心身不安定化時の福祉サービスへのつなぎ 
□ 家計・就労・子育て支援 □ 外国語対応 □ 緊急連絡体制（24 時間等）  
□ その他（                              ） 

 
3. 添付書類（写し可） 
□ 居住安定援助賃貸住宅の認定通知書／認定計画の概要書 
□ 居住支援法人との連携協定書・覚書等（該当時） 

 
※ 入居申込者様 記載欄 ※ 
4. 住宅確保要配慮者の属性（あてはまるものに✓）。 

 
□ 高齢者 □ 障害者 □ 低額所得者 □ 生活保護（受給中／申請予定）□ 外国人  
□子供（高校生相当以下）を養育している世帯 □住宅を失う、または居住が困難となった被災者 
□ その他（                          ） 
※保証会社の判断により、住宅確保要配慮者である事実を確認できる書類をご提出いただく場合があります 
 
【確認・同意】 
・本申告内容は事実に相違ありません。 
・当社（家賃債務保証業者）は、本保証審査・保証実行・保険付保・代理納付手続・入居中サポートに
係る関係機関との連携のため、当該情報を必要な範囲で利用・共有することがあります（個人情報保護
方針に基づく）。 
 
上記、 同意します 
 
氏名                               . 
 

日本セーフティー株式会社（2025/11） 


